
民進党案 政府案

名称 給付付き税額控除 軽減税率

格差是正効果
高

（酒・外食を除く飲食料品にかかる消費税額を
所得制限つきで払い戻す）

低
（高い物が買える高所得者まで負担軽減）

所要財源 約3,600億円
（年収500万円以下の世帯を対象とした場合）

1兆円
（酒・外食を除く飲食料品を8％に据え置き）

対象品目の線引き 必要なし 困難、利権化するおそれ

事業者の負担 なし 大
（帳簿の複雑化など、特に中小企業の負担大）

逆進性対策についての民進党案と政府案の比較


